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要  
国土地理院では，2010 年 に本格的に実用化され

たウ ブ地図の新技術であるベクトルタイル技術を，

な機関で活用できるように ー ン ース方

で広く 用していく施策を 2014 年から実施してき

た．この施策の国連での活用可能性を め，2017 年

に国連事務局フ ールド支援局情報 技術部（当

時）は日本 との を締結し，上 地理空間

を国連地理空間情報 に受け入れた．国連ベク

トルタイル ール ットは，公的機関をはじめとす

る地図提供組 が最新のウ ブ地図技術を 用する

ことで,多 な 体による多 な地図が取り され

ることなくウ ブに供給されるようにすることを

的として，この国連上 地理空間 が 設した

ロジ クトである． 
ベクトル形 による地 規模の地理空間情報を

80 時間以 にベクトルタイルに変換できる性能を

つ国連ベクトルタイル ール ットの方法 を，

国連事務局や，国土地理院をはじめとする の地

理空間情報当局，さらにはその他の公的機関やあら

る組 で活用できるようにし，そのことによって

国連ベクトルタイル ール ットの ロジ クト

体を 可能なものにしていくことが フトウ ア

開発リ ースの制約上 要となっている． 
そこで，国連ベクトルタイル ール ットのデ

及び技術 を 易にするために，国連ベクトルタ

イル ール ットの フトウ ア及び となるデ

ータをインター ット なしで活用できるように

PCを用いた ッケージン を行った．また，

地 規模 ， に国土地理院が関 する国連

員会の 事における国連ベクトルタイル ール

ットの意 を整理した． 
 
1. タ による 連協 の  
1.1 地図における 地 の 験 
あら る情報やコ ケー ン，さらには

活動がウ ブ上で取り われるようになっていく

れの中で，地理空間情報をウ ブブラウ 上で効

率的に取り う技術である「ウ ブ地図」の技術は

2000 年 に実用化された．さらに 2010 年 には，

ベクトル形 の地理空間情報をベクトル形 のまま

まで送付することで， 効率・表示 ・機

可能性のすべてを従来方 よりも格段に向上

させる，ベクトルタイル技術が実用化された． 
国土地理院では，早くも 2003 年にはベクトルタ

イル方 のウ ブ地図 ス ム「電 国土 Web ス

ム」を運用開始している（大 ほか, 2003）．その

後，ウ ブにおける フトウ ア の変化，とり

わけ フトウ アの 明性に関する ー の意 の

変化と，ウ ブ技術の進 に い，2012 年には ー

ン ース フトウ アを利用した電 国土 Web
ス ムの 良を行い，その ースコードを公開し

ている（ ほか，2012）．当時の ー ン ースに

よるウ ブ地図ライブラリは，地図データを画像で

送付する方 のものであった．ウ ブにおける地図

インフラをベクトル形 で送付する利点を して

いた国土地理院では，ベクトルタイル提供における

技術的・施策的 を把握するとともに，外部との

技術的な を じてベクトルタイルの 切な提供

方法を 開発する 的で，2014 年 8 月 1 日に「国

土地理院ベクトルタイル提供実験」を開始した（国

土地理院，2014）．それ以降， フトウ ア開発 や

地理空間情報の ー との対 を 保しながらベク

トルタイルの事業化に向けた開発を進めている．ベ

クトルタイルに対応した ー ン ースのウ ブ地

図ライブラリとして，本稿 時点で最も 要なも

のと考えられる Mapbox GL JS が 2014 年 8 月 6 日

に初めて公開されたことを考え合わせると，ウ ブ

地図において国土地理院は最新の技術を進取し け

てきたと える． 
 
1.2 デ タ 地図 における 地 の

験 
 1996 年から 2017 年にわたって実施された「地

地図 ロジ クト」は，184 の国や地域の地理空間

情報当局の協 により地 規模の地理空間情報を開

発する ロジ クトである．その全期間，国土地理

院は運 員会の事務局を務め， ロジ クトの運

に関わった（ 田ほか，2017）．地 地図 ロジ

クトに するような国際協 ロジ クトは，ほか

に 国陸地測量部が事務局を務めた国際図

（International Map of the World） ロジ クトと，現

の 国国 地理空間情報局が進めたデジタル

図（Digital Chart of the World） ロジ クトしか事

がなく ロジ クトの事務局を務めた 験は，

でも つの地理空間情報当局にしかないと える．
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この 重な 験を地 規模 の解決のために活用

していくことは，国土地理院が に負っている

務であるとも える．地 地図 ロジ クトの

は，その国際運 員会の決 に基づいて， 国の

地理空間情報当局が 国の地図を開発し， 国の力

で公開することであった．この を実施するため

国土地理院は，JICA や ーといった

手段を用いてデジタル地図作成の技術協力を開発途

上国に対して行なった． 
 また，地 地図 ロジ クトに関する

に ら ，国土地理院は地理空間情報に関する国際

的な技術協力を 的・積 的に進めてきた．具体

的には，1959 年から本稿 時点の 2019 年までの

60 年間，国土地理院は一年も かすことなく海外か

らの 員を受け入れ，100 か国 900 名を える

員への技術協力を行ってきた．また，1964 年から

本稿 時点の 2019 年までの間に，250 名以上の国

土地理院職員を として海外に派遣している． 
 
1.3 地 の 連地 空 の  
 これらウ ブ地図における進取性と技術協力の

験を国連地理空間情報 に取り むため，2017 年に

国連事務局フ ールド支援局情報 技術部（現

は国連事務局情報 技術局運用支援部）は日本

との を締結し， を上 地理空間 と

して国連地理空間情報 に受け入れた． 
 国連事務局では， ー ンデータに国連 部用の

データを一部組み合わせた基本図を，国連 部の用

途のためにウ ブ地図として供給する 要があり，

このウ ブ地図は，国連地理空間情報 のリー ー

ッ のもと，国連 ロー ル ー ス ンターで

設計と運用が行われていた．また，このウ ブ地図

ス ムの 用対効果を高め， ス ムのコン ー

ント間の 運用性を 保する 的で， ー ン

ース フトウ アの活用が進められており，2016
年からは，国連事務局・ 国・ 国を 同 長とす

る「国連 ー ン GIS イ ア ブ」が運 され

ていた． 
 は，国連 ー ン GIS イ ア ブの

作業部会（部会長： ジ ン・リ 大 ）

のもと，2018 年に国連ベクトルタイル ール ット

（以下「UNVT 」という．）を立ち上げた． 
 
2. UNVT の と 運用 の  
2.1 UNVT の と  
 UNVT の 的は，公的機関を含むあら る地図提

供組 がベクトルタイル技術を活用することを支援

し，これによって多 な地図がウ ブに供給される

ことを可能にすることである．地図の利用 的は多

であり，これまでも， ー の利用 的に応じた

地図が使用されてきた．情報の配 ・活用メデ ア

がウ ブに 行しても，ウ ブにおける地図が少

の ラットフ ー ーに されることなく，

に 可能であることが保たれることが， ー の

メリットを 保することになる．とりわけ，国連平

和 活動や人 ・人道に関する活動，あるいは国

際保 に関する活動など，人間の安全保障に関わる

活動においては，その 的に応じた地図を 要な範

囲に迅速に 有することが 要である．そのような

要に応じることのできるウ ブ地図技術を供給す

ることは，国連事務局の業務効率性の向上を じて，

地 規模 の解決加速に貢献することになる．ま

た， 機関の立場から フトウ アまで含むウ

ブ地図の ス ム一 を立ち上げ，24 時間 365 日運

用し けるという 異かつ実 が 立された国土地

理院の組 験を，国土地理院からの派遣 が

UNVT を直 開発することを じて直 国連組 に

するという， 性が高く の高い協力を実

現している．さらに，使用 や技術的 ック ラ

ウンドが多 な国連職員や現地 職員に対して技

術協力可能な フトウ ア支援を行うことから，水

平 開の ン ルが高い ロジ クトとなって

いる． 
 
2.2 ー ー 方 の  
 国連 ー ン GIS イ ア ブの ロジ ク

トである UNVT は，一 して ー ン ースの方

法 を取り入れている．ウ ブ地図技術の進取性と

技術協力への 開可能性を考えると， の観点から，

ー ン ース方法 の 用は便 的なものではな

く， 性のあるものであると考えている． 
 
． それ れ 立した 体が平等な ー ー ッ

を って参加をするためには，活動の対象で

ある フトウ ア成果は， で開かれたもの

である 要がある． 
． ウ ブ地図 ス ムは ンター ライズ ス

ムの中 を成し得るものであり，アク スロ

の 取等の を するためには， ス

ムの設計図を開 し，あら る観点からその設

計図を検証可能な状 に保つ 要がある． 
３． 運用 ス ムだけでなく，技術協力に用いる

リアルも， 機関の庁 の計 機

や ット ーク を用いて 開されること

が 定される．よって，その全 を公開し，

リアルに 意のあるコードが まれて

いないことを常に検証可能な状 に保つこと

で 頼を担保する 要がある． 
 
 上 の 要性に基づき，UNVT では検討用やデ
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用の 規模な成果も含めた成果を全て GitHub 上で

公開（United Nations Vector Tile Toolkit, 2019）し，

で開かれた のもとで技術を開発し 有してい

る． 
 
2.3 「80 一 」 る の  
 UNVT の立ち上げ期である 2018 年から 2019 年前

にかけては，国連 ロー ル ー ス ンターが

ウ ブ地図技術を用いて運用する基本図の要 を

たすことを最 に開発を進めた． な要 は，

の 2 点であった． 
 
1. PostGIS データベースに格 された，国連 部

用データと OpenStreetMap から 成される地

規模の基本図データを連 動更新できる生

速度を つこと． 
2. 国連事務局で現 使用している ー ン ー

スではない ス ムでも，今後の 用が期待さ

れる ー ン ースの ス ムでも，同じベク

トルタイルが使用可能であること． 
 

本 では上 のうち 1.の実現方法の 要を，

では 2.の実現方法の 要を 明する．なお，これら

実現方法の技術的 は，2019 年 9 月に開 された 
FOSS4G 2019 Bucharest のアカデ ックトラックに

おいて発表した（Fujimura et al.,2019）． 
ベクトルタイルが ー ーズを たして成 す

るためには，その利用及び生 の段 において 分

な速度，少なくとも画像タイルを える速度を 立

する 要がある．しかし，ベクトルタイルの生 に

おいて，従来の技術は大規模なデータの変換に し

た設計をしていなかったり， 定のフ ー ットの

データの変換に 化したりしていた． 
UNVT では， の観点をもって の れた ー

ン ース フトウ アを組み合わせた ー ン

ースの ールを実装することにより，国連 部用デ

ータと OpenStreetMap データを組み合わせた全

データを 台のラッ トッ PC で 80 時間以

にベクトルタイル変換できる性能を 立した． 
 

1. データからのベクトルタイル生 は， ー

スデータの み み，対象ズームレベルやレイ

名等のベクトルタイル 有の 性付加，

性の加 ，ベクトルタイルへの分 とフ ー

ット変換，といった多段のス ッ からなる．

これらのス ッ とに全データを処理して一

時保 することは，ス ッ 間の待ち時間を生

むだけではなく， ス ッ で生成される 大

な中間生成 を一時保 するための 及び時

間リ ースを することにつながる．そこで，

ロ ス の 間 を  GeoJSON Text Sequences 
（Gillies，2017）形 の地 ストリームで す

る設計に 一し，全 ロ スを一 して全

データを一つのストリームとして処理を行う． 
2. 大規模な基本図データからタイルを効率的に生

するためには， データを良 な速度で処

理できるような ジ ールに分 するのがよい．

ジ ールに含まれるデータが最大で 10GB
程度になることを として，ウ ブ地図のタ

イルの 形を用いて データの分 を行った．

分 により， ジ ールは並 処理できるので，

要 性能に合わせてスケールアウトを行うこと

も可能になる．具体的には，ズームレベル 6 の

タイル区画で分 する ジ ール（合計 4096 ）

を 用した．さらに， データの地理的分布

を考 しながら全 をデータ イズが ね

等な 12 の 形領域に分 し，そこからベクト

ルタイル生 用のズームレベル 6 の ジ ール

を切り出すという多段の分 作業を行うことで，

データベースから ジ ールを切り出すた

めに 要な時間及び一時 の 量をさらに

約した． 
3. 上 の 4096 の ジ ールのうち，海のみをカ

ーしている 1669 の ジ ールは，現時点で

まったく地 を っていない．この 1669 の

ジ ール 常の生 作業の対象から外すことに

より，生 要時間をさらに短縮した 
 
2.4 な との 運用  
連 動更新されたベクトルタイルを用いた基本

図 ー スを， だベクトルタイルに対応していな

い フトウ アからも使えるようにするために，ベ

クトルタイルから画像タイルを ー 側で 動的に

レン リン する ジ ールを開発した．この ジ

ールを用いることにより，現 国連事務局で使用

されている ンター ライズ ス ムから，連

動更新された基本図ベクトルタイルを利用できるよ

うにした． 
 
3. UNVT の デ と の  
3.1 の 要 と  
これら立ち上げ期の開発の結果，国連 部向けの

基本図を国連 部 ット ークで供給可能な技術を

立することができた．この技術が 可能な形で

され更新されるためには，UNVT を支える技術

ット ークを し， な で UNVT が
利用され 良される状況を作り上げる 要があった． 
この 要に応えるため，2018 年の後 に，UNVT

デ と技術 が 易に行えるようにするための

整備に着手した． 
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一回の ンズ ン技術 を国連 ロー ル

ー ス ンターで行なったのち，OSGeo 日本支部の

支援のもと，2018 年 12 月 2 日には，スリランカ・

ラト 大 において，FOSS4G Asia 2018 の一

として， 回の ンズ ン技術 である

「OSGeo.JP Workshop for the UN Vector Tile Toolkit」
（Fujimura, 2018）を実施し，15 名の技術 の参加を

得た． 
2019 年 9 月 13 日には，FOSS4G 2019 Niigata の一

として， 回の ンズ ン技術 として ン

ズ ン ッ ン「国連と始めるベクトルタイル」

（ 本，2019）を実施し，約 20 名の技術 の参加を

得た．この ッ ンでは，初めて ロジ クト

始 以外を として技術 を行い， ッ

ンに参加した全員が手元の計 機でベクトルタイル

の生 と ス ン に成 した． 
2019 年 10 月 2 日には， 立行 法人国際協力機

（JICA）が実施する 2019 年度 「国 測

量事業計画・管理」コースでの「地理空間情報のウ

ブ提供技術」 として，UNVT の ンズ ン

（Matsuzawa, 2019）を行なった．11 か国から参加

した 13 名の 員全員が，EuroGlobalMap データか

らベクトルタイルを生 して ストする ロ スを

うことができた． 
 

3.2 PC 用 た の  
技術 の 験を 積する中で，UNVT を動作さ

せる の調 や ・調整にまつわる支障がみら

れた．これは UNVT を動作させるための計 機

が，事務に一般的に用いられる計 機 と異な

る，Linux ベースの計 機 であることによる．

また， ンズ ン を行う ット ーク の制

約により の進 が する支障がみられた．具

体的には， が 有されているインター ット上

の イトへのアク スに制約があったり，多 の

員がそのような イトにアク スするために 分

な帯域が 保されなかったりすることによる． 
これらの支障を回 するためには，デ や技術

に用いる計 機 が 足した形で配布可能

であり，また，用いる のすべてが最初からその

計 機 と一体となって配布されるようにすれ

良い．加えて， 機会をなるべく広く提供するた

めには，その計 機 ができるだけ安 に 備・

できることが望ましい． 
これらの を たす計 機 として， 国の

基 である Raspberry Pi 団が設計開発

している PC である Raspberry Pi を 定し，

Raspberry Pi 上に導入した Docker 用のコン イ

メージとして， フトウ アとデータを一体化した，

インター ット を 時に前提としない を

開発した． 
この は，UNVT の GitHub 組 アカウントのも

とで公開するとともに，その基本設計を，2019 年 10
月 13 日に開 された FOSS4G 2019 Kobe.Kansai の
発表資料として公開した（Fujimura, 2019a）． 

2019 年 11 月 3 日には， ーストラリア・ ンベ

ラで実施された国連地 規模の地理空間情報管理に

関するアジア 平 地域 員会（UN-GGIM-AP）
8 回 会の イドイベントとして開 された，地理

空間情報と 計の 合のための 作業部会 ーク

ッ で，UNVT のライブデ を行なった

（Fujimura, 2019a）． 
また，2019 年 11 月 15 日には，ウズベ スタン・

タ ケントで ESCAP により実施された，中 アジ

アにおける土地の 定と 計のための 計と地理空

間情報の 合に関する地域イン ン ーク

ッ で，UNVT の土地管理への応用可能性に関す

る レ ン ー ンを行った（Fujimura, 2019b）． 
さらに，2019 年 12 月 3 日には，国土地理院で 年

開 されている JICA 「国 測量事業計

画・管理」コースで， 台の Raspberry Pi に搭載

された UNVT を用いたベクトルタイルの生 と利

用の ンズ ン （Fujimura, 2019c）を実施した． 
 
4. 連 の UNVT の に け  
 UNVT が地理空間情報分 における 間コ

で のある貢献を実現するためには，その

コ で されている地 規模 に対し

て UNVT がどのように貢献しうるかを 明し，

UNVT への理解と 頼を 得していく 要がある． 
 具体的には，国連地名 化 ルー

（UNGEGN），国連地 規模の地理空間情報管理に

関する 員会（UN-GGIM）及びその地域 員

会のうち国連地 規模の地理空間情報管理に関する

アジア 平 員会（UN-GGIM-AP）での にお

いて，実際に動作するコードである UNVT が， の

ような ロー ル の解決に貢献し得ることを

明していくことが，UNVT への理解と 頼を 得す

るために有効である． 
 

4.1 な （SDGs） の  
2015 年 9 月の国連 会（国連 ット）で さ

れた 可能な開発のための 2030 アジ ン の

（外務 , 2015a）によれ ，UNVT は 可能な

開発 （SDGs）のうち， に 及び に貢献で

きるものと考えられる． 
ま ， 「レジリ ントなインフラを整備し，

的で 可能な 業化を推進するとともに，イ

ベー ンの 大を図る」については， のター

ットについて UNVT が貢献しうるものと考えら
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れる． 
 
9.a アフリカ 国，後発開発途上国， 陸開発途上

国及び 開発途上国への…技術の支援強

化を じて，開発途上国における 可能かつ

強 （レジリ ント）なインフラ開発を 進す

る． 
9.b 業の多 化や への付加 などに

資する 策 の 保などを じて，開発途上

国の国 における技術開発， 及びイ ベー

ンを支援する． 
 
に， 「 可能な開発に向けて実施手

段を強化し， ロー ル・ ート ー ッ を活性

化する」については，その下 の のター ットに

ついて UNVT が貢献しうるものと考えられる． 
 
17.6 技術イ ベー ン（STI）及びこれらへ

のアク スに関する 北協力， 協力及び

地域的・国際的な 協力を向上させる．ま

た，国連レベルをはじめとする のメカ

ズム間の調整 や，全 的な技術 進メ

カ ズムなどを じて， に合意した

において 有を進める． 
17.9 すべての 可能な開発 を実施するた

めの国 計画を支援するべく， 北協力，

協力及び 協力などを じて，開発途上

国における効果的かつ的をしぼった能力

の実施に対する国際的な支援を強化する． 
17.14 可能な開発のための 策の一 性を強

化する． 
17.16 すべての国 ， に開発途上国での 可

能な開発 の 成を支援すべく， ，

的 見，技術及び資 を動員， 有する

ル ス ーク ル ー・ ート ー ッ

によって 完しつつ， 可能な開発のため

の ロー ル・ ート ー ッ を強化する． 
17.17 さま まな ート ー ッ の 験や資

を基にした，効果的な公的， 民，市民社

会の ート ー ッ を ・推進する． 
17.18 2020 年までに，後発開発途上国及び

開発途上国を含む開発途上国に対する能力

支援を強化し， 得，性 ，年 ，人 ，民

， 資格，障害，地理的 置及びその他

国事情に関連する 性 の が高く，タイム

リーかつ 頼性のある非 計 データの入手

可能性を向上させる． 
 
4.2 地 空 地 （GSGF） の  
 UN-GGIM の事務局である，国連事務局 社会

局 計部が 2019 年に公表した 計地理空間地 規

模 組 （ GSGF ）（ Global Geospatial Information 
Management Secretariat, 2019）の 「 計と地理

空間の 運用性」によれ ， 運用性の を

実現するために重要な意 を つのは，規格への明

な合意とその規格の実装への い関 である． 
 UNVT は， で開かれた ット ークのもとで

の実装への い関 により，規格への明 な合意を

導くことを す形で，この に貢献しうる． 
 UNVT は， に げられた下 のうち，

とりわけ の に するものと考えられる． 
 
1. アク スと使用を大 に効率化し，時間を ても

と進化が可能な（ え API を じた）アク

スメカ ズムを実装すること． 
2. データと ールを再利用できるよう，取り組みの

重 を けて， の解決策を開発すること． 
3. 可能な りデータと ールが で開かれたも

のであることを 保し，技術その他の 運用性

の によって情報が われることなく， ー

がすべての情報にアク スできるようにすること． 
 
4.3 （SF） の  
 2015 年 3 月の 3 回防災 会 で された仙

台防災 組 2015-2030 の （外務 , 2015b）によ

れ ，UNVT は仙台防災 組の ロー ルター ッ

ト(g)「2030 年までに，…災害リスク情報…の入手可

能性とアク スを大 に向上させる」の 成に貢献

するものと考えられる． 
 具体的には，「 行動 ：災害リスクの理解」の

うち， の 行動に貢献しうるものと考えられる． 
 
24. (c) リスク ッ を含む 置情報 との災害リ

スク情報を，（作成し，定期的に更新し，そして）

策決定 ，一般市民，災害リスクに直面してい

る地域コ に対し，利用できる場合には，

地理空間情報技術を使用して， 切な形 で，

， 及する． 
24. (m)  定の対象 とその ーズを考 しつつ，

…コ の動員により，災害リスク情報及

び を含む，災害リスクの に関する公

と国民意 を強化するための国 を 進す

る． 
24. (o)  地域 着 の組 や NGO の関 を じ

て，災害リスク情報を広めるために地域レベルで

人 の協力関係を強化する． 
 
4.4 害のための地 空 ー の

の  
 UN-GGIM に設置された災害のため地理空間情報
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及び ー ス作業部会（WG-Disasters）が 2017 年 8
月に公表し，2018 年 7 月の国連 社会理事会

（ECOSOC）で ンドース決 が された「災害

のための地理空間情報及び ー スの 組」

（ Working Group on Geospatial Information and 
Services for Disasters, 2017）によれ ，UNVT はこの

組における の事 の実装に貢献できると考

えられる． 
 
ラ ラフ 20 現 的で， 用対効果が良く， ー

ン ースの技術を，データ及び情報の管理を

することに用いることができる． 
ラ ラフ 24f 新たな地理空間情報管理技術の応

用を する． 
ラ ラフ 25  

 a. 加 国やその他のス ーク ル ーがそれ

れの インフラや ー スを 立すること

を支援すること． 

 b. ス ムや ロ スの 運用を 進し，加

国にとってのベスト ラク スを 有する

こと． 
 
5. おわりに 

UNVT は，国土地理院におけるウ ブ地図技術及

び技術 に係る長年の実 を最大 に活用し，実

行できるコード（Running Code）によって， な

ス ーク ル ーを しながら地 規模 解決

への技術的・ 設的・具体的な貢献に む ーク

な ロジ クトである． 
国 及び国外の多 な取り組み，とりわけウ ブ

地図の事業の間の連携を広げることにより， 可

能な形で国連や国連加 国の地図提供組 ，さらに

はあら る地図提供組 の間で，ウ ブ地図技術が

用されることを推進していきたい． 
（公開日：令和元年 12 月 27 日） 
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